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産業構造における地域間格差の要因分析
――中国多地域間産業連関表に基づく分析――
オ　ル　ギ　ル
１．はじめに
　近年の中国経済は急速な経済発展を遂げている一方で、内陸部と沿海部、都市と農村など地域間
の経済格差が拡大しており、社会問題化している。中国の地域間格差1に関する先行研究も様々な
視点からその格差の要因あるいは是正を検討している。その多くは地域間の所得水準、労働生産性、
産業立地、経済政策などにおける地域間格差および是正策が検討されている。このように、中国経
済の地域間格差の要因を対象にした先行研究は多い。
　しかし、地域間経済格差には、各地域の発展段階の格差あるいは地域間による経済発展程度の差
異の存在も重要な側面である。経済発展と産業構造の関連から、例えある地域のある産業の発展に
よってその地域の経済発展が加速することに対し、他の地域の経済発展がこの地域より遅れてくる
ことから地域間での経済格差が生じる。従って、地域間格差には地域の産業構造における格差も重
要な原因となる。そして、中国では沿海地域の経済が内陸地域より著しく発展して、沿海地域の産
業構造がより高度化されている。このように、産業構造の格差が経済格差を反映していると考えら
れる。
　そして、中国の産業構造に着目した先行研究として、日置（２００４）では、最終需要の生産誘発額
を比較することで沿海地域の最終需要が西部地域の生産を誘発する率がわずかであることが、地域
間経済格差の一つの要因として示されている。そして、経済格差の縮小を図った西部大開発という
政策について、西部大開発による西部地域の拠点形成および他地域との経済的連鎖の強化は格差拡
大の傾向を緩和するという目的からすれば妥当かつ時宜を得た政策だと評価出来ると述べている。
要　　旨
　中国の各地域における産業構造の格差要因の分解分析を行った結果、中国の南部沿海地域は
日本の関東地域と同じく農業と鉱業部門の割合がその他の地域に比較して小さいことがわかる。
また、南部沿海地域の製造業（軽工業と重工業）では他地域よりその割合が大きい。それは、
主に輸出と投入係数効果の寄与が大きいことが要因である。そして、南部沿海地域で生産され
た財の供給先に海外との接点が多いことがわかる。従って、南部沿海地域の産業生産が海外へ
の輸出需要により多く依存し、その他の地域は域内の消費需要により多く依存していることが
確認された。
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　また、藤川（２００８）では、付加価値の地域別帰着構造の変化を検討している。そこで、付加価値
の移動に注目して、付加価値の国内移動に限れば、内陸地域から沿海地域への移出が大きくなり、
その反対の流れは小さくなっていることが示されている。こうした地域間の投入産出構造差異が地
域間経済格差の一つの要因となっていることが示された。そして、分析方法は次のような過程であ
る。ある最終需要を生産する過程で自地域の中間財、国内他地域の中間財、外国からの輸入中間財
および自地域の付加価値（自地域の所得）が投入される。しかし、同時に自地域産の中間財投入と
国内他地域産の中間財投入は同様に、上記の４種類の投入要素から生産される。こうした連鎖が地
域分業の過程である。この連鎖を無限に繰り返していけば、最終的にはある地域の生産活動で生み
出された付加価値が海外や国内の各地域などのどの地域に帰着するかという付加価値の移動に注目
した分析方法である。
　このように、地域経済格差の分析について、地域間格差発生の基本的かつ構造的な要因となる地
域産業構造の特徴及び地域間の交易構造の分析が重要である。そして、中国の産業連関構造に着目
すると、地域間格差を起こした要因として非常に注目する点である。中国各地域の産業構造の特徴
から、その特徴をもたらした理由、つまり要因分解分析が必要である。
　本稿では地域間格差発生のメカニズムを明らかにするために、こうした産業構造の基礎となる最
終需要、輸出、移出、投入係数、輸入及び移入の依存度などを分析対象として、それらにおける地
域間格差を計量的に測定する。このように、本稿では中国の各地域の産業構造における地域間格差
に着目して、格差の要因を上述した分析対象のように分解して論じる。また、日本のケースと比較
した分析も行う。
　そして、産業構造の地域間格差の要因分析の先行研究としてまず藤川（１９９８）を取りあげる。藤
川（１９９８）では、日本の地域開発政策、すなわち所得格差の是正政策が結果的に日本国内の各地域
の産業構造にどのような特徴を持たせることになったかに注目している。そして、１９９０年時点での
日本の地域産業連関表を用いて、各地域（９地域）間での産業構造における格差の生じる要因を分
析している。つまり、比例成長からの乖離分析（Deviation from Proportional Growth、DPG 分析）
を１９９０年時点での日本の地域産業連関表に適用して、地域間の産業構造における格差の要因を分析
している。また、産業構造の格差要因について、財・サービスの需要動向に着目するならば、やは
り DPG 分析が有用であり、DPG 分析を多地域に適用する場合比較の基準となる地域を設定するの
が便利であると述べている。
　また、金澤（２００３）では藤川（１９９８）の分析方法を参考にして、中国の一部の省（自治区）や市
におけるそれぞれの地域産業連関表（１９９７年）を用いて、中間需要および最終需要の各項目の側面
から地域間格差を DPG モデルで分析している。
　そして、胡（２００４）と Kanazawa （２００４）では、本研究と同じく中国の多地域間産業連関表を用
いて分析している。胡（２００４）では、中国の沿海地域と内陸地域の視点から中国全体を四つの地域
（東北、中部、西部、沿海）に分けて沿海地域を基準に地域間格差を論じている。そして、沿海地
域と残りの三つの地域を比較して、地域間産業構造の格差を DPG モデルで分析し、沿海地域と内
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陸地域間の格差の要因を検討している。
　一方、Kanazawa （２００４）は同じ地域間産業連関表における８地域の各産業のデータを平均して基
準地域を作成して、新たに作成した基準地域と元の８地域を比較して経済発展要因、産業構造相違
要因などを DPG モデルで検討している。
　本稿では、藤川（１９９８）を参考にして、中国の多地域間産業連関表（８地域）を用いて産業構造
における地域間格差について、格差が生じる要因を分解して分析する。次の第二節では、DPG 分
析を応用した中国の各地域産業構造における格差の要因分析を行う DPG モデルを紹介する。第三
節では、DPG モデルを用いて中国の産業構造における地域間格差の要因を解釈する。最後に、中
国の地域間格差要因に関して日本のケースと比較しながら本稿の結果をまとめる。
２．モデルの紹介
２．１．DPG モデル
　DPG 分析とは各産業が比例的に成長した場合と現実の産業構造との乖離という指標を産業ごと
に定義し、その乖離がどのような需要要因で説明されるのかを数量的に把握する分析手法である2。
そして、産業構造の変化の主役となった主導産業を特定し、その主導産業の隆盛を引き起こした要
因を明らかにする方法である。DPG 分析は計測手法として、最初は Chenery（１９６０）と Chenery et 
al（１９６２）などによって発展させられ、その後、データ制約によってこの計測手法も制約されると
いうこともあったが、基本的にはこの発展の成果の上にたって様々な国、地域についての分析に
DPG 分析は活用されてきた3。
　そして、DPG モデルの先駆となる Chenery（１９６０）では、産出量成長の要因を輸入代替、国内中
間需要、国内最終需要、輸出の四つに分けている｡ まず、国内生産水準決定式を次のように定式化
した。
　　　Xi=Wi+Fi+Ei－Mi=Wi+Fi+Ei－μi（Wi+Fi+Ei）=（１－μi）（Wi+Fi+Ei）　　　  （１）
　ここで各変数の詳細は以下のようになる。Xi: 第 i 期の産出量、Wi: 第 i 期の国内中間需要、Fi: 第
i 期の国内最終需要、Ei: 第 i 期の輸出、Mi: 第 i 期の輸入、μi: 第 i 期の国内総需要に対する輸入比率
である。ここで、一国の産業全体の産出量成長率、つまり平均成長率を λ とすると、第一期から第
二期の DPG は次の二つの式のように要因分解できる。添え字の１と２は第一期と第二期を示す。
　　　X2-λX1=（1-μ2）（W2+F2+E2）-λ（1-μ1）（W1+F1+E1） 
　　　　　　= （1-μ2）（W2-λW1）+（1-μ2）（F2-λF1）+（1-μ2）（E2-λE1）
　　　　　　　+（μ1-μ2）λ（W1+F1+E1）　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
　　　X2-λX1=（μ1-μ2）（W2+F2+E2）+（1-μ1）（W2-λW1） 
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　　　　　　　+（1-μ1）（F2-λF1）+（1-μ1）（E2-λE1）　　　　　　　　　　　 （３）
　これが、Chenery モデルの基本的内容であるが、次のような問題点が指摘された。即ち、国内中
間財需要が外生的に決定されているが、内生変数の産出量によっても中間財投入係数を通じて決定
されることが見落とされているということである。中間財需要を産業別に内生化するためには産業
連関表が必要になる。この間題を解決したのが、Chenery et al.（１９６２）である。そして C.S.W モデ
ル4の特徴は、投入係数の変化によって表される技術変化を、産出量成長の要因に加えたことにあ
る。C.S.W モデルの問題点は、輸入代替の定義が正確ではない点である。輸入代替は国内総需要に
対する輸入の大きさで表されるべきである。産出量成長率 λ と国内総需要成長率とは大きく異なる
可能性がある。例えば、産出量成長率 λ よりも国内総需要成長率の方がずっと小さくなっていると
すると、M2－Ml がもし負であったとしても国内総需要に対する輸入比率は大きくなっている可能性
はあるからである。
　そして、本稿で参考にしている藤川（１９９８）では上記の問題について、国内中間財需要および国
内最終需要に関する輸入比率を組み込んだ均衡産出量決定式を要因分解した DPG モデルによって
この間題を解決している。藤川（１９９８）では、比較を行う各地域の産出バランス式のモデル式（需
給バランス式）を次の式のように示されている。
　　　Xi=｛［I－（I－M＾j－N＾j）Aj］｝（－１）［（I－M＾j－N＾j）Fj+Ej+Dj］ 
　　　　=Bj［（I－M＾j－N＾j）Fj+Ej+Dj］　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （４）
　ここで、添え字の j は地域名を示す。Xj は j 地域の総生産量、同じく Fj は域内の最終需要量、Ej
は国外への輸出量、Dj は国内他地域への移出量をそれぞれ示す。M＾j と N＾j はそれぞれ国外からの当
該地域への輸入比率と国内他地域からの当該地域への移入比率を対角線上に並べた対角行列である。
Aj は投入係数、Bj はレオンチェフ逆行列である。
　上記したように C.S.W モデルでは国内地域間の移出入を分割していないが、藤川（１９９８）では
最終需要項目として j 地域の国内他地域との移出と移入が付け加わっている点が C.S.W モデルとの
もう一つの相違点である。そして、本稿における DPG 分析は、藤川（１９９８）のモデルを中国多地
域間産業連関表に適用して、構築した DPG モデルである。詳細な説明は次の小節で行う。
２．２．DPG モデルの地域間産業連関表への応用
　本節では、DPG モデルの中国の多地域間産業連関表への応用方法について、藤川（１９９８）のモ
デルを参考にして説明する。藤川（１９９８）では、日本の各地域の産業構造の格差の要因を国内最終
需要の格差の効果、輸出及び移出の格差の効果、投入係数の格差の効果、輸入及び移入依存度の格
差の効果などに分解して分析している。
　本節で用いる中国の多地域間産業連関表は８地域からなる地域間産業連関表である5。そして、
南部沿海地域の産業構造を比較の対象とし、各地域の産業構造を南部沿海地域の産業構造と比較す
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るという形式で検討する。本稿では、沿海地域と内陸地域における経済格差という視点から、沿海
地域の中で輸出が最も多い南部沿海地域を選択して比較分析を行う。つまり、沿海地域を中心とし
た「重点地域開発政策」により南部沿海地域は外国との接点が最も多い地域として輸出業が盛んに
なり経済の急成長をもたらされた地域である（王、２００１）。
　そして、南部沿海地域と各地域間における産業構造の格差とその要因について分析を行う。例え、
西北地域を第１地域として、南部沿海地域を第２地域とすると上述のように両地域の需給バランス
式に、両地域間の地域総産出における比率（α）を導入して格差とその要因分析を行うとする。こ
こで、α は第２地域の総産出が第１地域の総産出の何倍であるかという比率である。DPG モデルの
比例拡大からの乖離（δX）が δX=B2X2－αB1X1のように定義されている。ここで述べた乖離は本稿
の DPG 分析において産業部門の産出における地域間格差を指す。そして、地域間産業構造におけ
る格差の要因を次の式のように分解して考えることができる。
δX=B2（I－M＾2－N＾2）（F2－αF1） +B2［（E2-αE1）+（D2-αD1）］
　　+B2［（M＾1+N＾1）-（M＾2+N＾2）］αF1 + B2（I-M＾2-N＾2）（A2-A1）αX1
　　+B2［（M＾1+N＾1）-（M＾2+N＾2）］A1αX1
　 =B2（I-M＾2-N＾2）（F2-αF1）+B2［（E2-αE1）+（D2-αD1）］
　　+B2（I-M＾2-N＾2）（A2-A1）αX1+B2［（M＾1-N＾1）-（M＾2-N＾2）］α（F1+A1X1） 　    （５）
　以上が第１地域と第２地域間の産業構造における格差の要因分解式である。つまり、格差の要因
として分解された各項は、それぞれ国内最終需要の格差の効果（B2（I-M＾2-N＾2）（F2-αF1））、輸出及
び移出の格差の効果（B2（（E2-αE1）+（D2-αD1）））、投入係数の格差の効果（B2（I-M＾2-N＾2）（A2-A1）
αX1）、輸入及び移入依存度の格差の効果（B2（（M＾1-N＾1）-（M＾2-N＾2））α（F1+A1X1））であると解釈
できる。
　そして、DPG 分析とはこれらの四つの要因項目について、基準地域の生産総額を比較対象地域
と等しいと想定して両地域の産業別の総産出額での産業構造における凹凸の要因を示すものである。
また、上の式では第２地域のレオンチェフ逆行列を用いての展開となるが、同様に第１地域のレオ
ンチェフ逆行列を用いた分解式も得ることができる。
３．中国の産業構造における地域間格差の要因
　本節では、南部沿海地域と西北地域の産業構造における格差要因、南部沿海地域と西南地域の産
業構造における格差要因など地域間産業連関表による８地域の中から南部沿海地域を基準地域とし
て、基準地域とその他地域の産業構造における差異を数量化し、地域間の格差とその格差が生じる
要因について分解分析を行う。
　ここで用いる産業連関表は８地域８産業部門の中国の多地域間産業連関表である。地域間産業構
造の格差とその要因について、DPG 分析の結果は以下の各表に示している。これらの表の詳細に
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ついて、まず、表の名と並べている α は上述のように第２地域（基準地域）の総産出が第１地域の
総産出の何倍であるかという両地域間の地域総産出における比率である。次に、乖離（格差）の列
項は基準地域が比較地域と同じ総産出であるという仮定のもとで、各産業の産出割合の比較地域と
の差を表す。例え、ある産業の乖離（格差）の符号が正であれば、その産業において基準地域（こ
こでは、南部沿海地域）における産出割合が相対的に大きいことを表し、逆に負の場合はその産業
において比較している地域の産出割合が相対的に大きいことを表す。
　そして、産業構造格差の要因分解についても符号が正の場合は基準地域のその産業の産出割合を
大きくする要因を表し、符号が負の場合は比較地域のその産業の産出割合を大きくする要因である。
また、これらの表における数値については、計算された値そのものではなく藤川（１９９８）のように
プラスの産出格差の産業の合計が１００、マイナスの産出格差の産業の合計が１００になるように正規化
された数値である。
３．１．西北地域と南部沿海地域の産業構造の格差とその要因
　次の表は西北地域と南部沿海地域を対象にした DPG 分析の結果である。まず、この表に示す詳
細から西北地域の産業構造の格差について、西北地域の農業と鉱業部門の符号がマイナスとなって
いる。そのため、西北地域の農業と鉱業部門の割合が相対的に大きいことがわかる。西北地域の農
業と鉱業を相対的に大きくした需要側の要因としては主に消費と投入係数の効果が大きいことがわ
かる。それ以外の効果には投資、他地域への移出と外国から輸入の効果が大きい。これは、西北地
域にとって第１次産業が基幹産業となっていることが一つの要因であると考える。
　次に、投入係数効果（あるいは中間投入効果）の数値は産業構造の指標とも読むことができる。
西北地域は第１次産業が南部沿海地域と比較して、消費を中心とした高度な生産構造を持っている
といえる。逆に、南部沿海地域では西北地域より軽工業と重工業及び多くの第３次産業部門の投入
係数の効果が高いことから、これらの産業では南部沿海地域の産業構造がより高度化されたことを
反映している。
　そして、両地域の産業構造に格差を生み出した需要要因を全体として眺めれば、消費効果と投資
効果は、ほぼ全ての産業において西北地域の産業の割合の拡大に寄与している。一方、輸出効果と
投入係数効果では、南部沿海地域産業の割合の拡大に寄与している。
　つまり、南部沿海地域と西北地域の産業構造を比較すると、西北地域は消費と投資による最終需
要部門の寄与が大きく、南部沿海地域は輸出による最終需要部門と中間投入部分の寄与が大きいと
いうことである。産業構造の高度化6の指標といわれている投入係数効果の結果からは、上述のよ
うに西部地域が農業と鉱業の第１次産業に、南部沿海地域が農業と鉱業以外の第２次と第３次産業
により高度な産業構造を持っているといえる。南部沿海地域の輸出額は中国の総輸出の４０％以上を
占めている（中国の多地域間産業連関表）ため、やはり全ての産業（８部門）において輸出の寄与
が大きくなっている。従って、製造業が盛んになり経済発展が進むとともに第３次産業も発展して
より高度な産業構造が形成されるようになっていると解釈できる。
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　また、西北地域では、建築産業も相対的に大きいが、これは主に投資の効果であることがわかる。
それは、西部大開発という地域政策プロジェクトにより建設の投資が過熱して建築産業が相対的に
大きくなっていると考える。同じく、西部地域では商業や運輸産業においても相対的に大きいが、
その効果が主に消費と投資、移出の効果であることがわかる。これらの効果から西部大開発という
政策プロジェクトにより商業や運輸産業が盛んになっていると考える。
３．２．西南地域と南部沿海地域の産業構造の格差とその要因
　次の表に示されるように、西南地域の農業と鉱業部門の符号がマイナスとなっていることから、
西南地域の第１次産業の産出が南部沿海地域より相対的に大きいことがわかる。それ以外の効果に
ついて、投資、他地域への移出と外国から輸入の効果がより大きいことがわかる。
　そして、両地域の産業構造に格差を生み出した需要要因については、消費効果と投資効果が西南
地域の産業の割合の拡大に寄与している。一方、輸出効果、移入効果と投入係数効果が南部沿海地
域産業の割合の拡大により寄与している。従って、西南地域は各産業部門において輸出及び移入代
替生産（農業を除く）の遅れと第２次及び第３次産業部門の中間投入構造の高度化が南部沿海地域
より遅れていることが確認できる。
　また、西南地域では、建築産業も相対的に高いが、西北地域と同じく主に投資の効果であること
がわかる。そして、商業・運輸産業とサービス業においても相対的に大きいことと、その効果が主
に消費と投資、移出の効果であることがわかる。これらの効果からも西部大開発の政策プロジェク
トにより運輸や商業産業、サービス業が盛んになったと考えられる。
表１: 西北地域と南部沿海地域の比較  　　　 　α =２.６５
産業部門 乖離 消費 投資 在庫 輸出 輸入 移出 移入 投入係数 誤差
農業 －３１.２７ －２２.１７ －１１.２６ －２.１３ ２０.３１ －２.３５ ２.９３ －１.３１ －２２.１５ ６.８６
鉱業 －１８.０４ －１０.７３ －１０.０３ ０.７１ １６.６５ －１１.３７ －１.９６ ０.２７ －７.５４ ５.９６
軽工業 ４３.０８ －３０.６４ ０.４１ ８.１７ ４９.３８ －３６.４２ ２５.６２ ６.７５ １６.７５ ３.０６
重工業 ３５.７４ －１４.３７ ２.６３ ５.９１ ３３.７８ －４２.５６ ２３.７２ ２３.１５ １１.３６ －７.８８
建築業 －１２.６７ －３.０４ －３.６１ －０.１６ ０.５１ －０.４２ －０.２４ ０.１７ ０.４７ －６.３５
電力・ガス・水道 １.８５ －２.２６ －０.６３ －０.３３ ２.８１ －３.３２ －１.０４ ２.２６ １.０９ ３.２７
商業・運輸 －１３.３８ －１０.７９ －１.９３ －０.４３ １０.０６ －７.２５ －４.９２ ６.４９ －４.９２ ０.３１
サービス －５.３１ －１８.３６ －１.０１ －０.０５ １１.０３ －７.７８ －４.３２ ４.８６ １０.５６ －０.２４
合計 ０ －１１２.３６ －２５.４３ １１.６９ １４４.５３ －１１１.４７ ３９.７９ ４２.６４ ５.６２ ４.９９
出所）筆者計算作成
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３．３．東北地域と南部沿海地域の産業構造の格差とその要因
　次の表に示されるように、東北地域では農業と鉱業、重工業、商業・運輸の産業の割合が相対的
に高い。反対に、軽工業と第３次産業（建設産業、サービス産業と電気・ガス・水道）部門は相対
的に低い。東北地域の農業と鉱業部門において、輸入と移入依存度の効果がはるかに大きいことと
消費及び投資、投入係数の効果が相対的に大きいため、南部沿海地域より高い割合を占めていると
言える。
　東北地域と南部沿海地域の産業構造の格差を生む主要な需要要因について、西北地域と同様の傾
向が見られた。まず、その乖離からみると全ての産業において消費需要と輸入及び移入（建築業を
除く）の要因では東北地域が相対的に大きく、輸出及び移出の要因では南部沿海地域がより大きい
ことがわかる。次に、投資の要因では農業以外の産業でプラスになっているため南部沿海地域が相
対的に大きく、東北地域では投資不振になっていることがわかる。従って、東北地域は全産業にお
いて消費、輸入及び移入（建築業を除く）の依存度が高いことがわかる。
　一方、南部沿海地域が東北地域に比べて割合の高い産業には、輸出と移出の海外と国内の他地域
の需要への依存が高いことと、中間投入構造の高度化がより進んだことが示されている。
３．４．北部直轄市と南部沿海地域の産業構造の格差とその要因　
　次の表では、北部直轄市（以下、北市）と南部沿海地域における産業構造の格差とその要因を示
表３: 東北地域と南部沿海地域の比較  　　　 　α =１.５３
産業部門 乖離 消費 投資 在庫 輸出 輸入 移出 移入 投入係数 誤差
農業 －１１.７８ －２.１７ －１.１２ ０.１３ ９.０３ －７.０８ ５.０２ －２.１ －２.１５ －１１.３４
鉱業 －２１.５８ －３.７５ １.０８ ０.８１ １４.２５ －１３.３１ １.６ －４.５７ －１２.０３ －５.６６
軽工業 ３４.３９ －１７.２４ ０.４１ －０.１１ ５９.３１ －２３.５２ １５.６２ －３.０２ １４.１５ －１１.２１
重工業 －１２.３２ －１１.３２ ２.６３ －０.４５ ９７.５９ －９６.５２ ４３.７２ －２９.０５ －２７.３１ －８.３９
建築業 ３.２７ －０.８９ ３.０５ －０.０２ ０.５４ －０.４２ ０.１６ ０.０６ ３.１８ －２.３９
電力・ガス・水道 ３.９２ －１.９２ ０.１３ －０.１３ ６.８７ －５.０２ ３.０５ －１.０６ ５.０９ －３.０９
商業・運輸 －３.０１ －１１.３２ ０.４３ －０.３１ ３３.８６ －２０.６５ １２.９２ －３.４１ －４.９２ －９.６１
サービス １１.２１ －８.６３ １.０２ －０.１３ １８.３１ －１１.６３ ４.０３ －２.０６ ２１.８５ －１１.５５
合計 ０ －６１.３４ ７.６３ －０.２１ ２３９.７６ －１７８.１５ ８６.１２ －４５.２１ －２.１４ －６３.２４
出所）筆者計算作成
表２: 西南地域と南部沿海地域の比較  　　 　   α =１.４７
産業部門 乖離 消費 投資 在庫 輸出 輸入 移出 移入 投入係数 誤差
農業 －４８.０７ －４６.１７ －７.４２ －０.５７ ３９.３７ －５.１６ －３.６２ －４.６１ －１８.３５ －１.５４
鉱業 －２０.６５ －１３.５４ －９.５３ １.１６ １８.２１ －１３.８９ －３.５１ ３.１４ －９.７９ ７.１
軽工業 ３８.０３ －２６.２９ ０.４１ １.１３ ４１.３２ －１９.５１ １５.６２ ２.５２ １７.８５ ４.９８
重工業 ３６.９２ －１０.３４ ２.６３ －０.２１ ３３.４１ －３２.７２ －１３.７２ ２９.０５ １８.３９ １０.４３
建築業 －３.８７ －０.６９ －４.１３ －０.４２ ０.５２ －０.４２ －０.１１ ０.０６ ０.３４ ０.９８
電力・ガス・水道 ０.８３ －１.０２ －０.３９ －０.１１ ２.０７ －２.０１ －０.１５ １.０８ １.０３ ０.３３
商業・運輸 －１.０６ －６.３６ －０.９８ －０.２１ ９.６７ －２.８６ －２.１２ ６.６１ ０.９３ －５.７４
サービス －２.１３ －１０.６８ －０.９６ －０.０７ ８.０１ －１１.６３ －４.０３ ５.６１ ６.８３ ４.７９
合計 ０ －１１５.０９ －２０.３７ ０.７ １５２.５８ －８８.２ －１１.６４ ４３.４６ １７.２３ ２１.３３
出所）筆者計算作成
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している。まず、各産業の乖離では鉱業、重工業、建築業とサービス業においてその符号がマイナ
スであるため、これらの産業の産出は北市で相対的に高いことがわかる。
　次に、北市のこれらの産業部門の産出を高くした需要側の要因としては、消費と外国からの輸入
と国内の他地域からの移入の効果が大きいからということがわかる。それは、北市における外国や
国内の他地域からの観光客などへのサービスも重要な要素であると考える。一方、上述以外の産業
では南部沿海地域の産業部門の産出のほうが相対的に高い。また、西北、西南、東北地域の場合と
同じく南部沿海地域の輸出と移出の効果が大きいことに輸入と移入の依存度が低いことがわかる。
　そして、北市と南部沿海地域の産業構造に格差を生み出した需要要因を全体として眺めれば、消
費、輸入及び移入依存度の効果が全ての産業においてマイナスとなり北市地域の産業の割合の拡大
に寄与している。一方、輸出及び移出効果では南部沿海地域の割合の拡大に寄与している。従って、
南部沿海地域の生産は海外と国内の他地域の需要により多く依存している。一方、北市のほうは地
域内の需要が外国と国内の他地域への依存が強いということになる。上述したように、この傾向は
前節で行った北市以外の地域を南部沿海地域と比較した場合、ほぼ共通に見られる傾向である。
３．５．北部沿海地域と南部沿海地域の産業構造の格差とその要因
　次の表に示されるように、北部沿海地域では農業と鉱業、重工業、建築業と商業・運輸の産業の
割合が相対的に高く、反対に、軽工業と重工業、第３次産業のサービス産業と電気・ガス・水道部
門は相対的に低い。北部沿海地域の農業と鉱業において、消費の効果、投入係数と投資の効果、輸
入及び移入効果などが相対的に大きい。一方、南部沿海地域は輸出と移出効果が相対的に大きい。
　従って、北部沿海地域の第１次産業は域内の消費と投資の最終需要部分と中間投入部分により分
厚く、南部沿海地域は海外と域外地域の需要により分厚いということである。北部沿海地域の産業
構造は北市地域の産業構造と似ている。つまり、南部沿海地域の生産が海外と国内の他地域の需要
により多く依存し、北部沿海地域の地域内の需要が外国と国内の他地域への依存が強いという共通
の傾向が見られる。そして、第２次及び第３次産業においても同様の共通傾向が観測できる。
表４: 北部直轄市と南部沿海地域の比較  　　　 　α =３.１６
産業部門 乖離 消費 投資 在庫 輸出 輸入 移出 移入 投入係数 誤差
農業 ３.９３ －２.９７ －１.０２ ０.２３ ６.７３ －３.０８ ４.２３ －３.１７ －１.５９ ３.６２
鉱業 －７.８３ －８.５６ －１.１３ ０.７９ １０.９７ －１.３１ １.０３ －６.７６ －７.３９ ４.５３
軽工業 ２６.９３ －１６.８４ ０.５３ －０.１１ ２３.４１ －１２.５３ １７.６３ －１.０２ １９.５４ －３.６８
重工業 －６.３７ －１５.２１ １.６２ －０.４１ ３４.９２ －２６.２９ ４０.２１ －１９.０５ －１７.１１ －５.０５
建築業 －２.１７ －４.８７ ２.１５ －０.０１ １.９３ －２.２１ ２.１６ －１.５７ ２.１５ －１.９
電力・ガス・水道 ２.２７ －２.９１ ０.１３ －０.１３ ６.８１ －５.２７ ２.０９ －０.３９ ２.１９ －０.２５
商業・運輸 ４.５１ －１７.３５ ２.３７ －０.０１ ２５.８１ －９.１６ ９.９１ －４.４３ －１.９１ －０.７２
サービス －２１.２７ －１９.３１ ２.０９ －１.０３ １７.１３ －１３.９６ ８.７６ －１６.０３ ７.５３ －６.４５
合計 ０ －８８.０２ ６.７４ －０.６８ １２７.７１ －７３.８１ ８６.０２ －５２.４２ ３.４１ －９.９
出所）筆者計算作成
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３．６．中部地域と南部沿海地域の産業構造の格差とその要因
　次の表に示されるように、中部地域の産業構造については農業と鉱業部門の割合が相対的に大き
く、反対に、軽工業と重工業の第２次産業と第３次産業（建設産業、サービス産業）部門は相対的
に小さい。中部地域でも西北地域と同じく農業において、消費の効果がはるかに大きいことと投入
係数と投資の効果が相対的に大きいため、農業が南部沿海地域より高い割合を占めていることがわ
かる。
　ここで、中部地域では西北地域と違って農業の移出効果がより大いに寄与していることがわかる。
同じく、鉱業部門においても中部地域では、その投入係数の効果と他地域への移出の効果が大きい。
つまり輸出以外その他の効果がより寄与しているため、その割合が高くなっているといえる。
　中部地域と南部沿海地域の産業構造の格差を生む主な需要要因について、ここでも西北地域と同
様の傾向が見られたが、輸入と移出の効果が違っている。まず、その乖離からみると消費需要と投
資、輸入と移出の要因が全ての産業において中部地域が相対的に大きく、輸出の要因では南部沿海
地域が全ての産業においてより大きいことがわかる。次に、移入と投入係数の効果においても南部
沿海地域のほうが大きい。南部沿海地域は輸出向けの外国需用と国内の他地域からの移入のほうが
大きい。一方、中部地域は外国からの輸入と国内他地域への移出のほうが大きいことがわかる。
　従って、上述のように南部沿海地域は外国の需要に強く依存して、中部地域は外国からの輸入と
国内の他地域の需要により強く依存していることになる。また、第２次及び第３次産業において、
南部沿海地域の中間投入構造の高度化が中部地域より進んでいることが確認できる。
表５: 北部沿海地域と南部沿海地域の比較  　　　　α =１.０４
産業部門 乖離 消費 投資 在庫 輸出 輸入 移出 移入 投入係数 誤差
農業 －１０.８６ －５.０２ －４.９２ ０.１７ ７.３６ －５.８１ ５.０２ －１.０１ －３.５８ －３.０７
鉱業 －１７.３７ －９.７５ １.０１ ０.８９ １１.５２ －３.３５ １.０６ －４.０５ －１０.３１ －４.３９
軽工業 ２１.３１ －１４.２４ ０.９１ ０.０１ ２９.１５ －１７.９５ １４.７２ －２.６２ １６.５３ －５.１８
重工業 －５.４２ －１６.３７ １.８３ ０.０３ ３７.９１ －３０.２１ ３３.７２ －２１.０１ －８.１３ －３.１９
建築業 －３.０１ －３.８９ １.０５ －０.０２ ２.４９ －３.９４ １.６２ １.３８ １.８３ －３.５３
電力・ガス・水道 ３.９２ －１.２３ ０.０５ －０.１１ ５.７１ －６.２４ １.５６ －０.６９ ３.９１ ０.９６
商業・運輸 －１.８３ －８.２８ １.３５ －０.０１ ２１.６１ －１１.５９ ７.２９ －５.９１ －２.４８ －３.８１
サービス １３.２６ －９.３９ １.０６ －０.０２ １９.３６ －１０.９３ ５.３１ －１.５８ １３.９５ －４.５
合計 ０ －６８.１７ ２.３４ ０.９４ １３５.１１ －９０.０２ ７０.３ －３５.４９ １１.７２ －２６.７１
出所）筆者計算作成
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３．７．中部沿海地域と南部沿海地域の産業構造の格差とその要因
　次の表では中部沿海地域と南部沿海地域における産業構造の格差とその要因を示している。各産
業の乖離では農業と鉱業においてその符号がマイナスであるため、こられの産業部門は中部沿海地
域で相対的に大きいことがわかる。その産業を大きくした需要側の要因としては、消費、投資、外
国からの輸入と国内の他地域への移出効果、投入係数の効果が大きいからである。
　一方、第２次産業と第３次産業では南部沿海地域のほうが相対的に大きい。それも、西北、西南、
東北地域の場合と同じく南部沿海地域の輸出の効果が大いに寄与していることがわかる。
　そして、中部沿海地域と南部沿海地域の産業構造に格差を生み出した需要要因を全体として眺め
れば、輸出と移入（商業・運輸業を除く）効果、投入係数効果（第１次産業を除く）がプラスとな
り南部沿海地域の割合の拡大に寄与している。一方、それら以外の効果においてマイナスとなり中
部沿海地域の産業の割合の拡大に寄与している。輸出の効果と移入依存度の効果（商業・運輸業を
除く）では全産業において南部沿海地域のほうが大きいが、輸入と移出の効果では中部沿海地域の
ほうが大きいことがわかる。
　従って、南部沿海地域の生産は海外需要と国内の他地域からの移入により多く依存して、中部沿
海地域のほうは外国からの輸入と国内の他地域への移出の依存がより強いということになる。つま
り、南部沿海地域は輸出向けの外国需用と国内の他地域からの移入のほうが大きい。一方、中部地
域は外国からの輸入と国内他地域への移出のほうが大きいことがわかる。従って、南部沿海地域は
外国の需要に強く依存して、中部地域は外国からの輸入と国内の他地域の需要により強く依存して
いることになる。
表６: 中部地域と南部沿海地域の比較  　　　   　α =０.８５
産業部門 乖離 消費 投資 在庫 輸出 輸入 移出 移入 投入係数 誤差
農業 －４６.５７ －３７.１３ －３.１８ －２.０３ １８.０６ －９.０４ －１５.５２ ５.１３ －９.５３ ６.６７
鉱業 －２５.３８ －５.３５ －１.０３ －０.９６ １８.２７ －１１.１９ －２１.６５ －１.７３ －１０.７３ ８.９９
軽工業 １０.６７ －２７.９２ －４.８１ －１.０１ ４８.７９ －２０.５６ －２０.９２ ９.２８ １８.１５ ９.６７
重工業 ４４.４２ －２２.７２ －１０.３９ －１.５８ ６８.９４ －４３.８１ －３３.１７ ３９.５７ ３５.１５ １２.４３
建築業 ２.７６ －１.３８ －７.０６ －１.０７ ３.５４ －１.０４ －１.１７ ０.５６ ４.０８ ６.３
電力・ガス・水道 －２.１５ －２.９７ －０.７８ －０.１３ ５.０７ －１.２９ －７.５７ １.６２ ０.５６ ３.３４
商業・運輸 １.８２ －１５.７３ －３.０３ －０.７１ ２３.８３ －２.６９ －１４.１２ ５.９１ ７.０２ １.３４
サービス １４.４３ －２１.５３ －１.０１ －０.３９ １８.９１ －１.５６ －２.５３ ５.０８ １４.６５ ２.８１
合計 ０ －１３４.７３ －３１.２９ －７.８８ ２０５.４１ －９１.１８ －１１６.６５ ６５.４２ ５９.３５ ５１.５５
出所）筆者計算作成
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４．おわりに
　以上の分析で得られた結果を藤川（１９９８）の日本における地域間産業構造の格差要因と比較しな
がら中国の産業構造における地域間格差の要因をまとめたい。一般的傾向として、中国の南部沿海
地域と日本の関東地域では農業と鉱業部門の割合がその他地域に比較して小さいことがわかる。ま
た、南部沿海地域と関東地域以外の地域では、これらの産業の他地域への移出効果が大きく計測さ
れる。
　また、南部沿海地域の軽工業と重工業では他地域よりその割合が大きい。それは、主に輸出と投
入係数の効果の寄与が大きいためである。一方、日本の関東地域の製造業では、他地域と比較して、
電気機械および輸送機械（対中部、対中国は例外）の割合が大きい。これは、輸出及び移出の大き
さと、移入の少なさが主要な原因である。
　中国の各地域間において、国内の他地域間（移出入効果）及び海外との開放度（輸出入効果）の
格差、中間投入構造（投入係数効果）の格差などにより産業構造の地域間格差が形成されている。
　そして、全ての産業における各要因の構造的特徴として、南部沿海地域の消費需要による寄与が
他地域の消費需要による寄与より低いことがわかる。そのため、南部沿海地域に比べてその他の地
域は域内の消費需要に多く依存している。
　また、南部沿海地域の輸出効果の寄与が他地域より大きいことと、輸入依存度の効果が他地域よ
り低いことが全ての産業部門で確認された。そのため、中国の南部沿海地域では主に外国への輸出
需要に大いに依存していることがわかる。
　日本の関東地域の製造業における輸出の割合が他地域より大きく、海外からの輸入への依存度も
大きい。しかし、国内での移出入を見ると、国内他地域への移出の重要度はその他地域に比較して
小さく、その他地域からの移入への依存度も小さい。つまり、関東地域も南部沿海地域も国内の他
地域に比較して、生産された財の供給先に海外との接点が多いことがわかる。
　このように、海外へ輸出について、藤川（１９９８）では日本の輸出競争力の強い産業の多くは、関
東地域を中心に首都圏に集中しており、これら以外の地域では一定程度の域内完結性のある産業連
関構造を作っていない。これが、戦後の総合開発計画が残したひとつの問題点であると述べている。
同じく、中国において南部沿海地域を優先した政策の下で、輸出競争力の強い産業の多くが南部沿
表７: 中部沿海地域と南部沿海地域の比較  　 　　　α =０.６４
産業部門 乖離 消費 投資 在庫 輸出 輸入 移出 移入 投入係数 誤差
農業 －２１.２７ －６.４７ －１.６４ －０.０６ ４.５８ －３.０８ －３.２９ １.０１ －５.１１ －７.２１
鉱業 －１３.１５ －１.０１ －０.４８ －０.０３ ３.８１ －３.４１ －７.４１ ２.２７ －７.３８ ０.４９
軽工業 ８.２９ －１２.４８ －１.７４ －０.０９ ２６.５３ －９.７５ －１０.２４ １３.２８ １.５１ １.２７
重工業 １６.７２ －９.７２ －２.９３ －０.１５ ２７.３６ －２２.２８ －３３.６２ ３６.５９ １１.８１ ９.６６
建築業 ０.２５ －０.８９ －１.０４ －０.７２ ０.１４ －０.１２ －０.７２ ０.１６ ０.１６ ３.２８
電力・ガス・水道 １.９４ －０.９３ －０.１６ －０.０３ １.７６ －３.０２ －３.０８ ３.０９ ０.４９ ３.８２
商業・運輸 ０.９４ －１.９６ －０.７２ －０.２１ １６.６７ －１０.５７ －１０.２７ －３.４１ ６.９４ ４.４７
サービス ６.２８ －１.３６ －０.１７ －０.１７ １.１５ －１０.９３ －５.３８ ４.１７ １２.３５ ６.６２
合計 ０ －３４.８２ －８.８８ －１.４６ ８２ －６３.１６ －７４.０１ ５７.１６ ２０.７７ ２２.４
出所）筆者計算作成
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海地域を中心に沿海地域に集中していることがいえる。特に、南部沿海地域は輸出需要の依存が国
内の他地域より高いことが確認できる。一方、内陸地域ではこうした輸出競争力が相対的に弱いた
め、南部沿海地域より輸出需要が低く、逆に消費需要及び輸入依存度が全ての産業において大いに
寄与していることが確認された。そして、地域産業における輸出競争力が南部沿海地域とその地域
間における格差の生じるひとつの共通要因となっている。従って、こうした中国の地域間格差を是
正するには、内陸と海外との貿易の促進、中間投入構造及び他地域への移出構造などの高度化を推
進する必要があるだろう。
注
１　地域間格差を表す指標には、地域間所得格差や一人当たり GDP 格差など様々な指標を挙げることができる。
本稿における地域間格差というのは、各地域の産業構造における地域間差異（格差）を指す。つまり、地
域間産業構造の格差要因分解に焦点をあてて、格差要因を計量的に測定するものである。
２　藤川（１９９６）。
３　木下（２００４）。
４　Chenery et al.（１９６２）が C.S.W と略して呼ばれて、そのモデルが C.S.W モデルと呼ばれている（木下、
２００４）。
５　中国の多地域間産業連関表について、詳細はオルギル（２０１２）を参照されたい。
６　高度化について、今井・丁 （２００７）では「就業者一人当たりの付加価値の持続的な増大を実現するような
性質の産業・技術・企業の変革」と定義されている。よって、産業構造の高度化とは就業者一人当たり付
加価値の低い非効率産業から、就業者一人当たり付加価値の高い効率産業へ資本や労働が流れ、効率的な
資源配分が達成されるような産業構造が形成されることを指す。
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